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本稿では, 技術 ・ 家庭科技術分野 (以下, 技術科) における中学生の技術ガバナ ンス力育成に向けた研究課題を先行研

究から検討 し た。 まず, 科学技術に関す る ガバナ ンスの概念及びその背景を整理し た。 その上で , 我が国の普通教育と し

ての技術教育におけ る技術 ガバナ ンスの位置づけ , 中学生の技術 ガバナ ンス力 の実態, 技術 ガバナ ンス力育成に関す る試

行的な実践に関連す る先行研究を概観し た。 その結果, 技術教育では, (1 ) 中学生の技術 ガバナ ンス力の実態把握は試み

ら れてい る ものの, 技術 ガバナ ンス力の形成要因や発達段階の特徴が明確でな く , 実践ス ト ラ テ ジー の開発根拠が乏 しい

こ と , (2) 中学生が技術評価時に着目す る観点について詳細な把握が十分ではな く , 学習内容の構成原理が定ま っ ていな

いこ と , (3) 上記 2 点への対応が不十分なため, 技術 ガバナ ンス力育成に向けた体系的なカ リ キュ ラ ムの枠組みが確立 し

ていないこ と の 3 点に問題がある こ と を指摘 し た。 今後は, こ れらの問題に対処し , 中学生の技術 ガバナ ンス力育成に向

けた実践研究を推進し てい く こ と が重要であると考え ら れる。 
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1 . 目的
本稿の目的は, 技術 ・ 家庭科技術分野 (以下, 技術科) 

におけ る中学生の技術 ガバナ ンス力育成に向けた研究課

題を先行研究から検討するこ と である。 

2 . 背景
2.1 技術革新に伴う 科学技術の光と影の多様化

科学技術の著しい進歩が我々の生活に恩恵を施し てい

る一方で, 科学技術に起因する諸問題が近年ではクロ ー

ズア ッ プさ れてい る。 原子力発電がこ れまでに消費電力

を大幅に支えた一方で, 福島第一原子力発電所事故によっ

て多大な被害 を も た ら し たこ と はその顕著な例であ る。 

また, 無人航空機はその機能性から消防防災分野での需

要増大が見込ま れてい る ' ) 一方で, 首相官邸無人機落下

事件がメ ディ アで多 く 報道さ れた。 こ れは技術進歩に法

的規制の整備が遅れた萌芽的技術なら ではの事件と考え

ら れる。 上記以外に も多大なエネルギーの消費問題や, 
環境破壊問題, 情報モラルに関わる問題な ど多種多様な

諸問題が生 じ てお り 2), 3) , 技術の メ リ ッ ト (光の面) 
が広ま る一方で , デメ リ ッ ト (影の面) の多様化が進ん

でいる。 言う までも な く , 科学技術は日進月歩で発展 し

ており , 持続可能な社会を構築するための重要な役割 を

果た しながら , 社会に対する影響は日々壮大なものと なっ

ている。 同時に社会や人々に対する社会的影響も多様化

し てい る中で , 研究開発の早い段階から科学技術の影の

面につい て議論す る よ う な ア ッ プス ト リ ーム ・ エ ンゲー 

ジメ ン ト 4)等が提案 さ れてい る も のの, 科学技術 に起因

す る諸問題は起こ り 続け てい る。

Weinberg は, 科学や技術 と 社会の相互作用の過程で

発生する有害な副作用や社会問題について, 科学的に考

え るこ と は可能だが科学のみでは答え を出すこ と ができ

ない領域と し て Trance ・ science を提起 し , 一専門家 だ

けでは多様化する科学技術の問題の対処が困難であるこ

と を示 し てい る 5)。 ま た , Trance ・ science の領域に関わ

る問題につい て , 小林は ト ラ ンス ・ サイ エ ンス的な問題

の解決には各種の専門家だけではな く , 多様な市民に発

言資格を求めるこ と の重要性を指摘 し てい る 6)。 このよ

う に, 科学技術の光と影が多様化する中で, 科学者や技

術開発者と い っ た個々の専門家だけでは, 科学技術が社

会に対 し て どのよ う な光 と 影 を も た らすのか予測的観測

によ っ て全貌 を把握 し て解決す るこ と が困難な状況であ

る。 そのよ う な中, 市民から の発言の必要性が指摘 さ れ

るな ど, 私たちが身の回り の科学技術に対 し て十分な理

解を し た上で, 技術革新に主体的に参画するこ と の重要

性が高ま っ てい る。 

2.2 技術革新におけ る市民参画の必要性

専門家, 市民双方と も に科学技術そのものの在り方や

光と影 を適切に見極める上で技術 を評価す る所謂テ ク ノ

ロ ジーアセス メ ン ト (以下, TA) が重要視 さ れる。 TA 
について吉澤は 「技術発展の早い段階で将来のさ ま ざま

な社会的影響を予期するこ と で, 技術や社会の在り方に

ついての問題提起や意思決定を支援する制度や活動」 と

し てい る 7)。 ま た吉澤は, 我が国におけ る TA を隣接的

概念およ び方法論や政治的背景と 絡めてその歴史を整理

し ている。 その結果, 1970年代より TA は散発的に試み

ら れてい る も のの, TA の概念が産業界 ・ 科学技術庁 ・ 

通商産業省 ・ 国会議員 な どのア ク タ ーによ っ て多様な文
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脈で利用 さ れ, 政策決定者のニーズや社会から の信頼に

十分に応え ら れていないこ と を問題視し ている。 一方で, 
1990年代後半以降から , 個々の専門家だけではな く 市民

を交えた参加型 TA の場が多 く 催 さ れてい る。 具体的に

は, 原子力発電や遺伝子組み換え技術 と い っ た世論にお

い て賛否の分かれてい る技術 を テ ーマ に コ ンセ ンサス会

議 やサイ エ ン ス カ フ ェ が開催 さ れて い る 8), 9)。 こ のよ

う な参加型 TA は専門家と市民が交流を深め, 市民の科

学技術に対する理解を図 るだけではな く , 時に市民側か

ら の提言によ っ て専門家が意識 し てい ない視点に気付 く

機会であ っ たこ と が報告 さ れてい る'°)。

上記の活動のよ う に, 科学技術の進展について専門家

と 市民が協働す る関係性は1996年のイ ギリ スにおけ る

BSE 危機よ り 急速に注目が さ れてい る。 BSE 危機と は

1980年代に BSE が発見 さ れた際にイ ギリ ス政府が人間

への可能性は極めて小 さい と し ていたが, 1996年にその

発言を撤回し たこ と で, 政府や科学に対する市民の不信

感が高ま っ たこ と であ る。 BSE 危機によ る市民の不信

感の対象は政府や科学的知見であり 科学技術そのもので

はないが, 同年代に供給が開始 さ れた遺伝子組み換え技

術によ る ト マ ト に対する不信感にも その影響が派生 し た

と さ れてい る ' ')。 こ のよ う な時代背景によ っ て政府や科

学的知見, 科学技術 を ト ッ プダウ ンで受け入れるこ と に

対する市民の危機感が上記の関係性を促進し たと 考え ら

れる。 ただ し , 参加型 TA のよ う な協働的な関係 と いう

よ り は , む し ろ市民側から 監視す る意味合いが強かっ た

こ と が推察 さ れる。 我が国におい て も BSE 危機と同様

のケースが福島第一原子力発電所事故の前後で起き てい

る。 具体的には, 東日本大震災の翌年に刊行 さ れた科学

技術白書 (H24年版) において, 福島第一原子力発電所

事故後, 科学者や技術者に対する市民の信頼感が前年度

比較で約半数に低下 し たこ と が 「科学技術と 社会に関す

る世論調査」 の結果 を基に報告 さ れてい る '2)。 こ のよ う

な科学技術に関する大々的な問題が世論で取り 沙汰さ れ

る中で人文 ・ 社会系の学問から , 理学 ・ 工学 ・ 医学な ど

の自然系の諸科学にま たがり 幅広い専門領域を含む STS 
(Science Technology Society : 科学技術社会論) の研究

領域において科学技術の在り 方に対 し て様々なア プロ ー

チが活発的に糾弾 さ れた。 その動向は世界各国に影響 を

与え, 我が国においては2001年に科学技術社会論学会が

設立 さ れてい る。 なお , その趣意書 には , 「21世紀 を迎

え , 自然環境に拮抗する人工物環境の拡大によ って深刻

化する地球環境問題, 情報技術や生命技術の発展に伴う

伝統的生活ス タイ ルや価値観と の相克な ど, 社会的存在

と し ての科学技術によ っ て生 じ ている さ ま ざまな問題が, 
社会 システムや思想上の課題と し て顕在化 し てき ている。 

今や, われわれは, 過去の経験に学びつつ, 科学技術 と

人間 ・ 社会の間に新たな関係 を構築す るこ と が求めら れ

て い

る」'3) と 示 さ れてお り , 科学技術の進展 に対 し て どのよ

う に社会が対応 してい く のか警鐘を鳴ら し ている。 また, 
内閣府よ り 策定 さ れた第 2 期科学技術基本計画では, 

「人文 ・ 社会科学の専門家は, 科学技術に関心を も ち , 
科学技術 と 社会の関係について研究 を行い発言す ると と

も に, 社会の側にあ る意見や要望 を科学技術の側に的確

に伝え る と い う 双方向の コ ミ ュ ニケ ー シ ョ ンにおい て重

要な役割 を担わねばなら ない。 我が国の人文 ・ 社会科学

は, こ れまで科学技術 と 社会の関係の課題に取り 組む点

で十分 と はいえ なかっ た。 今後は , 「社会のための科学

技術, 社会の中の科学技術」 と いう 観点に立っ た人文 ・ 

社会科学的研究を推進し , その成果を踏まえた媒介的活

動が活発に行われるべきである。」 '4) と 示 さ れてお り , 人

文 ・ 社会学の専門家の役割について も言及 し てい る。 

2.3 科学技術に関わる ガバナ ンスの概念と必要性

前節で述べたよ う に, 科学技術の進歩によ る光と 影の

多様化が進む中で, 市民が主体的に技術革新に参画する

こ と の重要性は高ま っ ており , 様々な研究者が科学技術

と 社会への影響を踏まえて今後の科学技術の在り 方に対

する問題提起や研究推進を行 っ てい る。 そ し て, 我が国

の動向と し ては, 科学技術白書 (HI6年版) において

「 こ れから の科学技術 と 社会」 と い う テーマが採り 上げ

ら れ, 科学技術 と 社会の最適な関係は, 政府だけではな

く , 科学会, 産業界, 国民が積極的な協力 をするこ と で

実現でき る と いう こ と が示 さ れた上で , “科学技術 ガバ

ナ ンス” を確立す る こ と の重要性が掲げら れた '5)。 同書

では科学技術 ガバナ ンスについ て明確な定義付けは さ れ

ていないが, 科学技術 と 社会と の調和に向け て , 政府 , 
科学者コ ミ ュ ニテ ィ , 企業, 地域社会, 国民等のそれぞ

れの主体間の対話と 意思疎通を前提に, 各主体から能動

的に発せら れる意思を政策形成等の議論の中に受け入れ

ら れる と示 し てい る。

そ も そ も ガバナ ンス と いう 語句は, コ ー ポレー ト ガバ

ナ ンス や IT ガバ ナ ン ス , グロ ーバル ガバナ ン スのよ う

に多 く の分野で多様な解釈, 定義のも と術語と し て使用

さ れてい るが, 広辞苑には 「統治 ・ 統制す るこ と。 ま た, 
そ の能力 。」 と 示 さ れて お り '6) , 英 語 語 源 辞典 に は

「govern」 の派生語と さ れてい る '7)。 なお , 「govern」 に

つい て , 英語語義イ メ ージ辞典では原義及びイ メ ージを

“舵 を取 る” と さ れてい る '8)。 似 たニ ュ ア ンス と し て広

く 知 ら れてい るのが, 同 じ く 「govern」 の派生語であ る

“ ガバ メ ン ト ” で あ る '8)。 基本的 に “ ガバナ ン ス ” と

ガバメ ン ト ” は双方と も に統治に関わる意味 を持つが, 
その組織形態に違いがあ る と さ れてい る。 城山は “ガバ

メ ン ト ” が政府内の上下間のヒエ ラ ルキーを基礎と す る

組織形態であ るのに対 し て “ガバナ ンス” は専門家や市

民によ る様々な社会の団体 ・ 企業等と の水平的関係, 政

府相互間の水平的関係を含む組織形態を指すこ と を示 し

てい る '9)。 ま た , 平川はあえ て 「統治」 ではな く 「 ガバ

ナ ンス」 と いう 言葉が使い分け さ れてい るこ と について, 
「統治」 と 「 ガバナ ンス」 の違い を分け てい る ポイ ン ト

を誰が舵を取 るのかと し てお り , 「統治」 の舵取り の主

体が政府であり , ガバナンスは 「水平的」 「分散的」 「協

働的」 な舵取り の仕方を表し , 舵取り の主体が民間企業



中学校技術科におけ る中学生の技術 ガバナ ンス力育成に向け た研究課題の展望

や NP0, ボラ ンテ ィ ア個人がある と示 し てい る2°)。
こ のこ と を踏まえ る と , 上述 し た コ ーポレ ー ト ガバナ

ンスは 「企業等の公正かつ効率的な運営のために法律制

度や社会慣習な どに基づき , 企業等の経営に規律づけ を

与え る仕組みの総称」 2') と さ れてい る が , その様相は企

業の在り方 を会社役員だけで決定するのではな く , 株主

や従業員 , 顧客, 地域社会等が共に舵取り をするこ と が

イ メ ー ジ さ れる。

社会におけ る科学技術の観点から ガバナ ンス を捉え た

際, 城山は 「社会と科学技術と の境界に様々な問題や考

慮事項が存在する中で, 様々な分野の専門家や政府, 団

体や市民と い っ たアク タ ーが連携 ・ 分担, 時に対立 しつ

つ, 科学技術と 社会の境界に存在する諸問題をマネ ジメ

ント , 社会的判断をするための仕組みや具体的制度設計」

であ る こ と を示 し てい る22)。 ま た , 平川は前述 し たよ う

にガバナ ンスでは舵取り の主体が民間企業や個人がある

と し た上で 「科学技術のガバナ ンス」 について研究や開

発の目的 を達成 し , その成果を社会に普及させるために, 
さま ざまな障害を克服し , 科学技術の発展を導 く こ と」

と し てい る23)。 他に も , 立川 ら はナ ノ テ ク ノ ロ ジーを応

用 し た食品関連製品 を具体例に, ガバナ ンス を 「研究開

発およ びその商品化, 発売におけ る審査 ・ 格付け ・ 表示

な ど, 研究開発から製品の製造 ・ 流通発売 ・ 消費に至 る

全過程に対 して, どのよ う な情報提供, 品質 ・ 安全管理, 
統制等 を行 う かに関す る メ カ ニズ ム」 と し てい る24)。 以

上に示すよ う に科学技術 ガバナ ンスの概念につい ては, 
様々な定義が挙げら れてい るが, いずれから も科学者, 
技術者, 企業, 政府等といった技術を提供する側と私た

ち市民と い っ た技術 を提供 さ れる側が水平的な関係 を持

ち科学技術の行 く 末を協働し て舵取り する様相が共通し

てイ メ ー ジ さ れる。

また , 熊野は国家 レベルのガバナ ンスの中に科学技術

ガバナ ンスは内含 さ れ, ガバナ ンスと いう 言葉 を 「統治」

や 「共治」 , 「協治」 等という日本語でまとめるこ とは困

難であり , よ り 熟成し た民主国家を目指すと いう 観点に

おいて, 国家を構成し ている一人一人の国民が主体的に

国づ く り に参画でき る状況 を生み出すためのシステムを

考え る方向に重きが置かれるこ と を指摘 し てい る25)。 上

記のよ う に科学技術 ガバナ ンスの確立を目指 し , 市民参

画の重要性高ま っ てい る中で , 前述 し た STS の研究分

野を中心に多 く の研究者が科学技術と 社会への影響を真

摯に捉えた多様なア プロ ーチが試みら れている。 例えば, 
市民の専門的知識が欠如 し ているこ と で科学技術に対す

る不安が生 じ るのであ っ て, 専門家が一方向的に市民に

知識を伝達し欠如 を埋める 「欠如 (啓蒙) モデル」 から

の脱却につい ては多 く の研究者が指摘 を し てい る26)。 藤

垣は専門家が予測のつかない問題 を公共的に解決し なけ

ればなら ない場合には, 科学的合理性ではな く 社会的合

理性を公共の合意と し て構築するこ と を指摘し , 公共空

間の重要性を述べてい る27)。 専門家や市民な ど多 く の観

点で成り 立つ公共空間と し て前述し た コ ンセ ンサス会議

やサイ エ ンス カ フ ェ が活発的に催 さ れてい る。 こ のよ う
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に市民が科学技術に関わる こ と のでき る方法が先導的に

試みら れてい るが, その参加率や功績は必ず し も芳 し く

はない。 2017年の内閣府によ る 「科学技術と社会に関す

る世論調査」 では科学技術政策の検討に一般の国民の関

わり が必要であると回答 した割合が前調査 (2010年) に

比べて増加傾向であ っ たこ と が報告 さ れてい る28)。 ま た, 
科学技術に関す る関心につい てはほぼ変わらず統計的有

意性は認めら れていない こ と や, 科学者や技術者の話に

対す る関心が下がっ てい るこ と が報告 さ れており , 自 ら

科学技術について積極的に知 ろう と する意識よ り , 科学

技術からの恩恵に関す る意識が高いこ と が示唆 さ れてい

る29)。 さ ら に, 科学技術 ・ 学術政策研究所の早川は国民

の科学技術に対する関心と科学技術に関する意識と の関

連について調査を行っ ており , ①科学技術に対する関心

が低い層は, 科学技術の持つリ スクや不確実性に否定的

である, ②科学技術に対する関心が低い層は, 科学技術

への参画意識が低い, ③科学技術に対する関心が低い層

は, 様々な課題の達成に向けた科学技術への期待が低い, 
④科学技術に対する関心が高い層と比べ低い層は, 新聞

や本を読まない , ⑤小 ・ 中学生の頃の理科に関連す る経

験は, 将来の科学技術に対す る関心の程度に影響を及ぼ

すこ と を報告 し てい る3°)。
こ れらの調査のよ う に科学技術に対する国民の意識を

探索的に把握し ている研究によ ると , 科学技術に対する

国民の意識は決し て十分なものではな く , 科学技術 ガバ

ナ ンスに参画す るための市民 と し ての資質 ・ 能力 と い う

点では課題があ るこ と が分かる。

以上のよ う に, 科学技術の社会での在り 方については

世界規模で議論が重ねら れ, 科学技術 ガバナ ンスの確立

が指摘さ れており , 広 く 市民が科学技術 ガバナ ンスに対

し て意識を向け るこ と やその必要性や重要性を理解す る

必要性がある。 そ し て, 市民が科学技術に対 し て正 しい

理解を した上で, 主体的に技術革新に参画するためにも , 
「読み書き そ ろばん」 と 表 さ れる リ テ ラ シー と し て科学

技術 ガバナ ンス関わる資質 ・ 能力 を持つ必要性が高ま る

が, 一方でその資質 ・ 能力は十分ではな く , 課題がみら

れる。 そのよ う な中, STS のよ う な広い テーマの諸側面

を組織的に教授するこ と と し て, STS 教育の重要性が問

わ れ る等 3') , 普通教育におけ る科学技術 ガバナ ンスの取

り扱いが見直 さ れてき た。 次章では, 普通教育において

科学技術 ガバナ ンスがどのよ う に位置付け ら れてい るの

か主と し て技術教育の視点から海外及び日本の事例を参

考に先行研究を整理するこ と と し た。 

3 . 普通教育における技術ガバナ ンスの位置づけ

3.1 海外の動向

著者の管見の限り , 海外では普通教育において科学技

術 ガバナ ンスに直訳 さ れる術語は取 り 扱われてい なかっ

たが, 米国の科学教育改革の内容に科学技術ガバナンス

の概念が包含 さ れてい るこ と が報告 さ れてい る。 米国の

STEM (Science, Technology, Engineering and Mathema- 
tics) 教育につい て現地調査や文献調査 を行 っ てい る熊



226 学校教育学研究, 2018, 第31巻

野によ る と , 1996年 に科学教育のス タ ン ダー ド と し て

National Research Council (全米研究評議会) よ り 刊行

さ れ た National Science Education Standard ( 以 下 , 
NSES) において, 「科学と技術」 , 「個人的 ・ 社会的観点

から見た科学」 , 「科学の歴史と本質」 の内容が科学技術

ガバナ ンスに関連 し てい るこ と を指摘 し てい る32)。 ま た, 
NsEs を受けた全米科学教師連合学会 (NsTA) と科学

技術論や科学技術社会論と い っ た他領域の専門家によ っ

て議論が繰り 返 さ れ, 「科学の本質」 に関す る声明文や

「社会や個人的イ シユー ズと いう 文脈で科学技術 を教え

るこ と に関す る NSTA の声明文」 の発表を通 し て , 科

学技術 ガバナ ンスのための科学教育のあ るべき授業の観

点がよ り明確化 さ れたこ と を指摘 し ている。 具体的には, 
2013年 に刊行 さ れた NGSS (Next Generation Science 
Standards) の学習内容 (中等レベル) において 「技術」

や 「工学」 に関す る内容が従来に比べ明確に組み込まれ

こ と を指摘している。 言う までもな く 「技術」 や 「工学」

は技術教育に深 く 関連する領域である。 科学教育中心の

内容に技術教育に関する領域が明確に位置付け ら れたこ

とは大変意義深い。 そこ で, 次節では, 技術教育におけ

る科学技術 ガバナ ンスの位置づけ を本節と同様に米国に

おけ る技術教育のス タ ン ダー ド と合わせて整理す る。 

3.2 技術教育におけ る技術 ガバナ ンスの位置づけ

科学技術ガバナ ンスに関する学習内容と し て技術教育

では, 社会や生活を支え てい る科学技術に関する仕組み

や背景な ど広 く 取り扱われてい る。 そのため科学技術に

対する生徒の意識に着目し た研究が行われている。 代表

的な例 と し ては1985年から Raaf と De Vries によ っ て遂

行 さ れた PATT (Pupils Attitude Towards Technology) 
と い う 国際的 な研究 プロ ジェ ク ト が挙げら れる33)。 Raaf 
と De Vries は10-18歳の生徒の技術に対する態度を測る

ためのア ンケー ト 調査 を開発 し た。 開発には生徒の科学

技術に対す る意識をイ ンタ ビュ ーや公開ア ンケー ト によ っ

て収集 し ながら78項目の予備調査 を作成 し , オラ ンダ, 
オ ース ト ラ リ ア , ベ ルギ ー , カ ナ ダ , ハ ン ガ リ ー , ケ ニ

ア , ナイ ジ ェ リ ア , ポーラ ン ド , ス ウェ ーデ ン , 英国 , 

米国 ( ジ ョ ー ジア州) 等の多 く の国々でその妥当性を図っ

ており多 く の研究者や調査対象者を巻き込む大々的なも

のであ っ た。 科学技術に対す る生徒の意識は国によ っ て

様々な結果が報告 さ れてい るが, 生徒の意識を技術のカ

リ キュ ラ ムに活かし てい く こ と や PATT を継続し て取り

組 む必要性 が説 か れて い る 。 そ の後 も , Hong Kong 

Pupils' Attitudes Toward Technology : The Impact of 
Design and Technology Programs と 題 し て Ken Volk ら

が香港におけ る生徒の科学技術に対する意識を調査 ・ 報

告す る等 PATT に関連す る研究は継続 し て行われてい

る34)。 近年では, PATT に関連す る情報交換の場が技術

教育 におけ る世界最大規模の学術 組織で あ る ITEAA 
(INTERNATIONAL TECHNOLOGY AND ENGINEE- 
RING EDUCATORS ASSOCIATION) の国際会議と 併

せて催 さ れてい る35)。 

このよ う に技術教育では, 生徒の科学技術に対する意

識に着目 し た研究が進めら れながら , 科学技術 と 生徒の

意識を どのよう に関連づけて技術教育で取り 扱う べきか

模索 さ れていた。 そ し て, 現在では技術教育において科

学技術 ガバナ ンスに関連する内容がよ り 強固に位置づけ

ら れてい る。 こ の底流には2000年以降の技術教育の世界

的な潮流である技術 リ テラ シー (Technological Literacy) 
の考え方がある。 技術 リ テラ シー と は 「社会を支え る技

術を理解し , 活用 し , 管理 ・ 運用する能力」 と定義さ れ

ており , 1994年に技術教育ス タ ンダー ドの開発を目的と

し て設立 さ れた TfAAP (Technology for All Americans) 
におい て全 てのアメ リ カ国民が持つべき素養と し て掲げ

ら れた36)。 そ の後 ITEEA の前身 で あ る ITEA (Inter- 

national Technology Education Association) が2000年 に

刊行 し た Standards for Technological Literacy (以下 , 
STL) において民主主義国家 を支え る市民が必要な リ テ

ラ シー と し て技術 リ テ ラ シー を定め , その充実 を技術教

育 の日 標 と し て掲げ てい る37), 38)。 STL には技術内容 ス

タ ンダー ド と し て 「技術の本質」 , 「技術と 社会」 , 「デザ

イ ン (設計)」 , 「技術社会で必要な力」 , 「 デザイ ンさ れ

た世界」 の計 5 つの主な カ テ ゴリ を挙げ ら れてい るが, 
各 カ テ ゴリ の中で示 さ れてい る内容に科学技術 ガバナ ン

スの考え方が随所に確認で き る。 具体的には, 「技術 と

社会」 において, 技術の利用が社会と 環境に与え る影響

につい て取り 上げるこ と や, 「技術社会で必要な力」 で

は, 製品や シス テ ムを評価す るこ と につい て取り 上げ る

こ と が示 さ れてい る37),38)。 STL の刊行後, 科学技術 ガバ

ナ ンスに関す る研究や実践報告が多数行われており , 例

えば Council on Technology Teacher Education の刊行す

る 年 報 で は 2001 年 の テ ー マ が 「 APPROPRIATE 
TECHNOLOGY FOR SUSTAINABLE LIVING」 (50'h 

Yearbook) , 2004年のテーマが 「ethics for citizenship in 
a technological world」 (53「d Yearbook) と さ れて い る

39),40)。 ま た掲載記事 につい て も , 「Future Directions for 

Appropriate Technology in the Technology Education Cur 
riculum」4') や 「Ethics and the Assessment of Technological 
Impacts on Society」42) と い っ た題目から も分かる よ う に

未来に向けた適切な技術の方向性, 技術的影響の評価と

い っ た科学技術 ガバナ ンスに関連す る内容 を中心に採り

上げ ら れてお り , STL の影響の受け てい る こ と が推察

さ れる。

同様に し て, 技術リ テラ シー の考え方は世界各国の技

術教育に影響を与えている。 我が国の技術教育も例外で

はな く 技術 リ テ ラ シー の影響 を受け , 科学技術 ガバナ ン

スの考え方が学習内容に盛り 込まれるよ う にな っ てい る。 

詳細については, 3.4 我が国の普通教育と し ての技術教

育におけ る科学技術 ガバナ ンスの位置づけにて後述する。 

3.3 我が国の普通教育におけ る技術ガバナンスの位置づけ

我が国の普通教育に科学技術 ガバナ ンスの考え方が普

及 したき っかけ と し て科学技術の智 プロ ジェ ク ト が挙げ

ら れる。 こ のプロ ジェ ク ト は, 「持続可能な民主的社会」
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を構築す るために万人が共有 し てほ し い科学技術の智

(以下, 科学技術リ テラ シー) を検討 し数理科学, 生命

科学, 物質科学, 情報学, 宇宙 ・ 地球 ・ 環境科学, 人間

科学 ・ 社会科学, 技術の 7 つの専門領域を入口と し て成

文化するこ と を目的に遂行 さ れた。 その結果2008年に総

合報告書が刊行 さ れている。 報告書の中では, 科学技術

ガバナ ンス と い う 術語は扱われてい ない も のの, 科学技

術 リ テラ シー を広 く 国民が持つこ と で , エネルギー問題

等の地球規模で直面する緊急の問題に応用するこ とが有

効であ る43) こ と が示 さ れてい る よ う に, 科学技術 ガバナ

ンスに関わる内容 も包含 さ れてい る こ と が推察で き る。 

科学技術の智プロ ジェ ク ト の報告後, 科学技術ガバナ ン

スに関する試行的な実践が様々な校種や教科の中で行わ

れてい る。 特に前述 し た 7 つの専門領域に関わる技術や

社会, 理科と い っ た教科において実践研究が行われてい

る。 例えば, 理科では遺伝子組み換え食品に関す る意思

決定と合意形成を取り 入れた中学校理科教材の開発が行

われてい る44)。 また , 小学校の社会科では ト ラ ンス ・ サ

イエ ンス的な問題を取り 上げ, 防災単元を取り扱った実

践 も方向 さ れてい る45)。 さ ら に , 前述 し た熊野は STEM

(Science, Technology, Engineering and Mathematics) 
教育の観点から科学技術 ガバナ ンスの形成に向け た基礎

的研究を行っ ており , 一教科に留まら ない教科横断的な

内容 を含む研究 を行 っ てい る25)。 こ のよ う に我が国にお

い ては, 科学技術 リ テ ラ シー 育成の観点から科学技術 ガ

バナ ンスに関わる実践研究が, 様々な校種や教科で行わ

れていたこ と が分かる。 一方で , 教科内容の範田壽を超え

ており , 指導でき る教員の不足等の問題が指摘 さ れるて

おり46) 各教科で科学技術 ガバナ ンスを取り扱う こ とが根

付いたとは言い難い。 

3.4 我が国の普通教育と し ての技術教育における科学技

術 ガバナ ンスの位置づけ

ITEA が技術 リ テ ラ シー の充実 を掲げた後に, 我が国

では , 日本工学 ア カ デ ミ ーの刊行 し た 「技術 リ テ ラ シー 

と市民教育一学校では技術について何が教え ら れるべき

か一」 や日本産業技術教育学会の刊行した 「21世紀の技

術教育 (改訂) 」 に技術 リ テ ラ シー の必要性が述べ ら れ

ている。 2005年に刊行 さ れた 「技術リ テラ シー と市民教

育一学校では技術について何が教え ら れるべき か一」 で

は, 当時の日本の教育課程に STL の内容がほと んど含

ま れていないこ と を危惧 し てい る。 その上で , 主権者た

る国民が正し く 科学を認識し , 技術を正当に評価するこ

と な く し て高度技術社会において健全な民主主義国家の

発展 を図 るこ と が困難であるこ と を指摘 し てい る。 そ し

て, STL と日本の技術教育の課程を比較検討 し , 我が

国の初等 ・ 中等教育において, 総合的な学習の時間を上

手 く 使う こ と や教材 ・ 題材の開発必要性と い っ た改善案

を提案 し てい る。 ま た, 今後の展望と し てよ り 詳細なア

プロ ーチの検討について技術教育 を専門と し てい る教育

関係者や学会が適任であるこ と を示唆 し てい る47)。
そし て, 「21世紀の技術教育 (改訂)」 では, 技術リ テ
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ラ シー を技術的素養と表現し , 技術教育固有の対象と内

容構成 (内容知) と し て, 社会安全性と技術 ガバナ ンス

を技術科各 4 内容 (A-D) 共通して取り扱う こ と を示し

た (表 1 ) 48) 。 なお, 同学会が2013年に刊行 し た 「新た

な価値と未来を創造する技術教育の理解と推進リ ーフレ ッ

ト」 では ガバナ ンス を 「立場の違いや利害関係 を有す る

人たちがお互いに協働 し , 問題解決のための討議に主体

的に参画 し , 意思決定に関与す る システム」 と用語解説

し てお り 49), 前章記載の城山 や平川 ら に よ る ガバナ ンス

の概念と大部分が一致 し てい る。 また, 同リ ーフ レ ッ ト

では, 技術 リ テ ラ シー の醸成から ガバナ ンスへ派生す る

よ う に矢印が示 さ れた図が用い ら れており , 技術教育に

おいて技術 リ テラ シー の育成を通 し て将来直面す る技術

的課題を, 望ま し さや他への影響を比較 ・ 判断 し , 最適

に解決する能力 を高め, 技術 を民主的に管理する力の基

礎を培う こ と が示 さ れてい る。 

表 1 技術教育固有の対象と内容構成 (内容知) 
対象 内容構成 

材料と 
加工技 

術 

材料の種類 ・ 用途 , 加工の方法 と 

手段, 設計 ・ 製図, 機能と構 

造, 生産技術と環境保全 

発明 ・ 

知的財 
産とイ

ノ ベー

シ ョ ン

社会安 

全 と技 

術ガバ 

ナ ンス エネル
ギー変 

換技術 

変換方法, 変換効率, 変換機器 , 
伝達機構, 利用方法, エネ
ルギー変換技術と環境保全 

情報 ・ 

システ

ム ・ 制 

御技術 

計測 ・ 制御 , ハー ドウェ ア , ソ フ

ト ウェ ア , 情報通信ネ ッ ト ワー

ク , マルチ メ デ ィ ア , 技術的 ・ 社 

会的 ・ 環境的意義, 情報倫理 

生物育 
成技術 

栽培 ・ 飼育, バイ オテ ク ノ ロ ジー , 
生命倫理, 生物育成技術と 

環境保全 

出典 : 日本産業技術教育学会 : 21世紀の技術教育 (改訂) (2012) 48)

上記のよ う に技術科においては, 前述 し てき た科学技

術 ガバナ ンスではな く 技術 ガバナ ンスと いう 語句 を明確

に打 ち出 し てい る こ と に特徴が見 ら れる。 技術 ガバナ ン

スについて, 森山 らは前述 し た日本産業技術教育学会の

ガバナ ンスの定義 を踏まえ , 「立場の違いや利害関係 を

有す る人たちがお互いに協働 し , 技術 ( テ ク ノ ロ ジー) 
に関わる問題解決のための討議に主体的に参画 し , 意思

決定に関与す る システ ム」 と 定義 し てい る5°)。 管見する

限り 科学技術 ガバナ ンスではな く 技術 ガバナ ンス をあえ

て使用す るこ と につい ての知見は見当 た ら なかっ たが, 
技術教育においては科学の応用に基づ く 技術のみならず, 
匠の技や時には問題解決におけ る プロ セス を技術 と指す

場合もあり , よ り広い範疇で技術と いう 言葉を捉え る必

要性があ る ために技術 ガバナ ンス と 表現 し てい るのでは

ないかと 考え ら れる。 そのため本稿では技術 ガバナ ンス

の定義を森山らの定義に倣う こ と と し , その上で, 技術

科におけ る科学技術 ガバナ ンスの概念は技術 ガバナ ンス

と 表現 さ れ, その概念に包含 さ れてい るこ と と 解釈す る

こ と と し た。

ITEA によ っ て技術教育で技術リ テラ シー の充実をす

るこ と の重要性が掲げら れた後に, 初めての告示と な っ

た2008年告示の学習指導要領 (以下, 現行学習指導要領) 
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では技術科の目標は 「 ものづ く り な どの実践的 ・ 体験的

な学習活動を通し て, 材料と加工, エネルギー変換, 生

物育成及び情報に関する基礎的 ・ 基本的な知識及び技術

を習得する と と も に, 技術 と 社会や環境と のかかわり に

ついて理解を深め, 技術 を適切に評価 し活用する能力 と

態度を育てる」5') と なり , 「技術 を適切に評価し活用する

能力 と態度」 と いう 文言が新たに示さ れた。 この現行学

習指導要領には技術 ガバナ ンスと いう 直接的な術語は使

用 さ れてい ない ものの, 森山 らは, 技術分野の内容構成

及び学習活動の特徴から学習指導要領の定める教育課程

が 「21世紀の技術教育」 の影響を強く 受けているこ と , 
「技術 を適切に評価 し活用する能力 と態度」 と の文言に

明ら かに技術 ガバナ ンスに関わる資質 ・ 能力の概念が含

ま れてい る こ と を指摘 し てい る52)。 ま た , こ の改訂の背

景には, 平成18年に改正さ れた教育基本法の第 2 条第 3 
項に新たに示 さ れた 「主体的に社会の形成に参画 し , そ

の発展に寄与する態度を養う」 と いう 視点から , 技術分

野と し ては ぐ く むべき 「国家 ・ 社会の形成者と し て必要

な資質」 につい ての検討が行われてい る。 具体的には, 
専門部会等 (中央審議会2005-2007) で , 「生活者と し て

の技術 を教え るこ と はあ っ て も , 科学技術のガバナ ンス

を教え る こ と はな さ れてい ない な ど, 主権者と し ての国

民 を育てる と いう 観点の教育がな さ れていない」 と い っ

た批判や, 「科学が発達 し様々な技術が活用 さ れる社会

において, 科学技術 と社会と のかかわり について, 安全 , 
リ ス ク等の問題 も含めて理解さ せる こ と , も のづ く り な

どを通し て技術 を適切に評価し , 管理でき る力 を育てる

こ と が重要である」 と の指摘がな さ れたこ と が報告 さ れ

てい る53)。 その後, 2017年には新たな学習指導要領が公

示 さ れた。 技術科の学習内容は継続し て 「A 材料と加

工の技術」 , 「B 生物育成の技術」 , 「c l ネルキー変換

の技術」 , 「D 情報の技術」 で整理 さ れた一方で , 各内

容 (A-D) の(3) イ (情報は(4) イ ) において 「技術を評

価し , 適切な選択と管理 ・ 運用の在り方や, 新たな発想

に基づ く 改良と応用について考え るこ と」 が新たに示 さ

れ54), 表 1 に示 し た内容構成 と 同様に A-D の内容 にお

いて技術 ガバナ ンスの概念が共通事項と し て示 さ れたと

推察でき る。 また, 学習過程を 3 つの要素で構成するこ

と が新 たに示 さ れた55)。 具体的 には , 「生活や社会 を支

え る技術」 では, 知識及び技能の習得を通し て技術の見

方 ・ 考え方に気付 く こ と , 「技術によ る問題の解決」 で

は, 気付いた技術の見方 ・ 考え方 を働かせて技術によ る

問題の解決を行う こ と , そ し て 「社会の発展と技術」 で

は, 上記 2 要素の学習 を踏まえ てよ り よい生活や持続可

能な社会の構築に向けて, 技術 を評価し , 適切に選択, 
管理 ・ 運用 し たり , 新たな発想に基づいて改良, 応用 し

たり する力 と , 社会の発展に向けて技術 を工夫 し創造し

よ う とす る態度 を育成す るこ と が示 さ れてい る。 こ の学

習過程の整理におけ る 「社会の発展と技術」 の要素では

ま さ し く 技術 ガバナ ンスに関わる資質 ・ 能力が示 さ れた

であろ う こ とは容易に想像でき る。 こ れらのこ と から , 
我が国の普通教育と し ての技術教育におけ る科学技術 ガ

バナ ンスの位置づけ は , 技術 ガバナ ンス と 表現 さ れ, 
ITEA の掲げた技術 リ テ ラ シー の考え方から 派生 し てお

り , 現行学習指導要領で初めて示 さ れ, 新学習指導要領

ではよ り 精緻化 さ れてい るこ と が示唆 さ れた。

新学習指導要領の改訂には, 現行学習指導要領下にお

け る中学生の実態調査等を含めた様々な研究者によ っ て

明 ら かに さ れた成果や課題が礎の一部と な っ てい る。 次

章からは, 技術 ガバナ ンスに関す る先行研究 を整理 し こ

れまでの研究成果及び問題の所在 を明ら かにす る。 

4 . 中学生の技術ガバナ ンス力に関する実態調査

国立教育政策研究所の上野を研究代表と し た 「中学生

の技術に関わる ガバナ ンス能力の調査 と それに基づい た

カリ キュラ ムの開発 ・ 検証」 (課題番号 : 23300294) は, 
技術教育に関わる多 く の研究者や技術科担当教員が共同

研究 を し ており , 我が国において中学生の技術 ガバナ ン

ス力の実態 を体系的に捉え た初めての調査と いう 意味で

意義深い も のであ る。 そ し て現在では, 技術 ガバナ ンス

に関わる研究が推進さ れてい く 上での羅針盤的な役割 を

果 た し てい る。 上野 ら は技術 に関わる ガバナ ンス能力

(本稿では技術 ガバナ ンス力 と す る) と称 し その能力育

成の在り 方について平成23年度から ~ 平成26年度にかけ

て様々な調査や研究を行いその報告書を平成27年に刊行

し た56)。 同報告書では, 技術 ガバナ ンス力 を 「科学技術

革新の成果が広 く 深 く 社会と生活に浸透し た21世紀にお

いて, 国民が自 ら技術の光と影に対 し て理解し , 判断 ・ 

発言 ・ 行動でき る能力」 と定義 し , その構成要素を定め

てい る57)。 以下に各要素の詳細を示す。 

1 ) 【選択】 : 生み出 さ れた技術に対 し て, その技術 を

利用す るこ と が考え ら れる場面において, 目的 と 条

件を踏まえ , 技術 を適切に導入でき る能力

2 ) 【管理運用】 : 技術が生み出さ れた後, その技術 を

利用す る上で, 効果と リ スク を踏まえ , 技術 を適切

に管理運用でき る能力

3 ) 【評価】 : 新 しい技術 を生み出す場面において, 既

存の シス テ ムや環境に対 し て , 技術の効果やリ ス ク

を判断でき る能力

4 ) 【設計】 : ある 「条件」 下で 「目的」 を達成す るた

めの設計 (計画) が行われ, その状況の中で 「目的」

や 「条件」 が大き く 変化 した場合, 目的と条件を踏

まえ て, 新たな技術 を生み出せる (設計でき る) 能

力

なお , 本稿では上記の 1 ) ~ 4 ) の要素に関わる技術

ガバナ ンス力の下位能力 をそれぞれ技術選択力 , 技術管

理 ・ 運用力, 技術評価力, 技術設計力と称するこ と とす

る。 こ れらの下位能力は前節に述べた新学習指導要領に

おけ る 「社会の発展と技術」 での記載と合致し ており , 
新学習指導要領の改訂の礎と な っ てい るこ と が分かる。

上野らは技術 ガバナ ンス力の定義, また構成要素 を設

定した上で, 技術分野におけ る各内容 (A-D) のアチー 
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ブメ ン ト テス ト を作成 し , 中学 3 年生の技術 ガバナ ンス

力の現状 を調査 し てい る。 各内容におけ る アチ ーブ メ ン

ト テス ト の内訳を表 2 に示す。

各内容におけ る調査結果については担当 した研究者が

より詳細に分析し日本産業技術教育学会やエネルギー環

境教育研究に論文 と し て刊行 さ れてい る58), 59) が, 報告

書では各 アチ ーブ メ ン ト テス ト の結果 を俯瞰 し て , 中学

生 3 年生の技術 ガバナ ンス力の構成能力のう ち, 技術選

択力及び技術の管理運用力については, 現行学習指導要

領下におけ る一定の成果があ っ たこ と を報告 し てい る。 

一方で, 技術評価力 と技術設計力に課題があるこ と が報

告 さ れた57)。 具体的に技術評価力の把握について上野ら

は技術科 4 内容に即 し た光 と 影が混在 し てい る技術

(「森林資源 ・ 木材の伐採 ・ 利用」 , 「原子力発電」 , 「遺伝

子組み換え技術」 , 「 twitter」) に対 し て, 中学 3 年生に

肯定 ・ 反対 と い っ た意思決定 を させ, どのよ う な視点に

着目 し て考え たか分析 を行 っ てい る。 なお , 着目する視

点 と し て, 社会, 環境, 経済, その他の観点 を与え選択

式 と し ている。 その結果, 安全性に偏っ て技術評価を行

う な ど特定の側面から しか技術評価を行え ていない傾向

がある と し てい る。 ま た, 技術設計力については形状記

憶合金や Ic タ グ等 を利用 し たアイ ディ ア を書かせる調

査 を行い , 空欄回答が多 く あり イ ノ ベーシ ョ ン社会の基

盤を築 く よ う な創造的な発信が十分でなかっ たと し てい

る。 こ れらの結果を受け , 同報告書では, 評価や設計に

関する内容をよ り 一層充実 ・ 発展させ既存のカ リ キュ ラ

ムにおけ る内容の段階的規定に応 じ た技術 ガバナ ンス力

育成の枠組みを検討する必要性を指摘 し ている。

しかし , 上野らの調査では, 以下の点に課題が考え ら

れる。 第一にアチーブメ ン ト テス ト の対象が中学 3 年生

のみであ っ たため , 学年間によ る比較は行われてい ない

こ と であ る。 第二に, 技術 ガバナ ンス力の背後にあ る生

徒の意識については十分な検討が加え ら れておらず, 技

術 ガバナ ンス力に関し て把握 さ れた実態が技術科の授業

目標や内容 と どのよ う に関連 し てい るかが明確ではない

こ と である。 こ れは, 同調査が, 各内容に即 し たアチー

ブメ ン ト テス ト の形式で技術 ガバナ ンス力 を捉え たため, 
①全ての内容を履修済みの 3 年生で しか調査が実施でき

なかっ たこ と , ②思考力 ・ 判断力 ・ 表現力の育成状況 を

主に把握 し たため, 技術 ガバナ ンスの重要性やその前提

と なる技術の両面性に対する中学生の捉え方な どの意識, 
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技術科の授業での学習経験と の関連性については取り 上

げ ら れてい ない こ と によ る。

新学習指導要領において, 育成するべき資質 ・ 能力 と

して整理さ れた 「個別の知識 ・ 技能」 , 「思考力 ・ 判断力 ・ 

表現力等」 , 「学びに向かう力, 人間性」 の考え方に基づ

けば, 思考力 ・ 判断力 ・ 表現力 と し ての技術 ガバナ ンス

力の育成 と と も に, 「学びに向かう 力 , 人間性」 に関わ

る要素 と し て , 技術 ガバナ ンス力 を方向付け る意識を適

切に形成さ せるこ と が重要であ る。 また, 技術科の教育

課程では, 学習指導要領において各内容 (A-D) に関 し

ての カ リ キ ュ ラ ムの設定 , す なわち , どの学年 で どの内

容を指導す るかについての制限がない。 そのよ う な中で , 
技術 ガバナ ンス力の育成に着目 し た授業モデルを構築す

るためには, 学年に応 じた題材設定や学習指導方法の工

夫が必要ではないかと 考え ら れる。 そのためには, 各学

年におけ る技術 ガバナ ンスに対す る意識の実態と形成要

因 を生徒の発達段階に即 し て把握 し , その傾向性を踏ま

え た適切な指導の力点の置き方 を明 らかにす る必要があ

ると 考え ら れる。 こ れらの課題から , 技術 ガバナ ンス力

育成に向け た体系的な カ リ キュ ラ ムや枠組みを構築す る

ための根拠に検討の余地が残 さ れてい るこ と が考え ら れ

る o

一方で, 多 く の研究者や技術科担当教員によ って技術

ガバナ ンス力育成に関連する実践や研究が試行的に取り

組ま れてい る。 そこ で次章では技術 ガバナ ンス力育成に

関連する先行研究及び実践報告を俯瞰的に整理し , こ れ

までの成果と問題の所在 を明 らかにす るこ と で今後の技

術 ガバナ ンス力育成に向けた研究課題 を展望す るこ と と

する。 

5 . 技術教育におけ る技術ガバナ ン ス力育成に向

けた実践研究

技術 ガバナ ンスの概念が技術科に位置づけ ら れたのは

現行学習指導要領からである。 技術科の目標と し て示 さ

れた 「技術 を適切に評価 し活用す る」 こ と に関連 し て, 
生徒の製作 ・ 制作 ・ 育成におけ る成果物を評価 させる実

践研究が報告 さ れてい る6°)。 一方で技術 ガバナ ンス力育

成の観点で考え た場合, 生徒の成果物に終焉するのでは

な く , 新学習指導要領で示 さ れた学習過程の 「社会の発

展と技術」 に即 し て社会や生活を支えてい る技術と 関連

付けた題材が求めら れよ う 。 そこ で , 技術 ガバナ ンスの

表 2 各内容のアチ ーブ メ ン ト テ ス トの内訳

内容 A 「材料と加工の技術」 内容 B 「生物育成の技術」 内容 C 「エネルギー変換の技術」 内容 D 「情報の技術」 

評価 森林資源 ・ 木材の伐採 ・ 利用 

の是非について 

遺伝子組み換え技術の是非に 

ついて 

原子力発電の是非について twitter の是非 

選択 鉄パイ プの適切な加工法の選 

択について 

適切な追肥の与え方について 枕元で使用す る電球の選択に 

ついて 

発信する情報に合わせたイ ン

ターネ ッ トの技術選択について 

管理・ 

運用 

橋 を長 く 安全に使 う ための管 

理方法について 
科学農薬の散布方法について 自転車の整備について フ アイルテ

、
ータの適切な管理 ・ 

運用方法について 

設計 形状記憶合金 を利用 したアイ

デ ィ アについて 

作物 を自由に設計できる技術 

を利用したアイディ アについて 

圧電素子を利用 したアイ デ ィ

アについて 

IC タ グ を利用 し た アイ デ ィ

アについて 

出典 : 文献56) のアチーブメ ン ト テス ト に関する記載に基づき筆者 らが作成
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概念を取り 入れたであろう 試行的な実践 ・ 研究を各内容

(A-D) に分けて整理する。 

5.1 内容 A 「材料と加工の技術」

大谷らは技術 を評価 ・ 活用する力は, 基礎的 ・ 基本的

な知識及び技能が下地にあるこ と で初めて成り 立つこ と

を指摘 し , 児童 ・ 生徒の発達段階や認識過程等 を踏まえ

段階的に技術 ガバナ ンス力 を獲得する方法を提案 し てい

る。 そし て, 日本産業技術教育学会の提唱する技術教育

におけ る方法論6') に照ら し合わせ, 内容 A の学習 を通

し た技術 ガバナ ンス力の育成に向けた授業実践案を提案

し て い る 62)o

ま た, 渡邊は, ガバナ ンス力の各下位能力 を意図的 , 
系統的に育成する指導計画の構造化の必要性を述べてお

り , 具体的には, 「生活を工夫 し創造する能力」 と対応

させ問題解決的な学習 を推進 し , ガバナ ンス力育成を図

るはたら き かけ を意図的に題材に配列す る こ と を基本方

針と して, 1 枚板からの自由製作型の実践を行っ てい る。 

その結果, 技術評価力及び技術設計力が育成さ れたこ と

を報告 し ており , 身近な技術から社会や産業の技術に視

野を広げさせるこ と や, 作業体験を重視 し た問題解決的

な学習有効性を報告 し てい る63)。 

5.2 内容 B 「生物育成の技術」

内容 B 「生物育成の技術」 において, 藤井らは多面的

な視点から生物育成に関する技術 を適切に判断するこ と

のでき る能力の育成に向けて授業実践及び検討 を行っ て

いる。 具体的には, TPP に日本が参加するこ と想定に, 
海外から入 っ て く る農作物に対抗でき るよ う な日本の農

作物と植物工場や農業ロ ボッ ト等の技術 を組み合わせた

作戦を グルー プで考え さ せてい る。 その後 , グルー プ間

において経済面や環境に対する影響, 安全性等から多面

的に評価を行わせてい る。 その結果, 実践を受けた生徒

は実践 を受け てい ない生徒に比べて , 幅広い視野を持 っ

て技術評価を行う こ と ができ たこ と を報告 し てい る64)。
また, 谷田 らは技術評価力の育成に向け て, 遺伝子組

み換え作物 をテーマに取り 上げ, 生徒が自己決定, 他者

と の交流, 最終的な意思決定を行う 過程を設定 した上で, 
意見交流が円滑に行われるよ う にカ ー ド型の教具を作成

し活用 し ている。 その結果, 生徒は一方向性ではない多

面的な観点によ っ て技術評価を行う こ と ができ たこ と を

示唆 し てい る65)。 

5.3 内容 c 「エネルギー変換の技術」

内容 c 「エネルギー変換の技術」 において, 藤本らは, 
身近な家電製品や技術を題材と し て選定し , 多様な視点

から 「社会における技術の在り方」 を問う よう な内容を

考え る重要性を述べ , 実践を行 っ てい る。 その結果, 設

計力 に有意な向上が認めら れたも のの, 技術評価力 では, 
有意な差が認めら れなかっ たこ と を報告 し てい る66)。

ま た , 三浦 ら は生徒の思考 を深め る氷山 モ テルガ ー

h67) を用い て , 防災ラ イ ト 用の電源 を乾電池, 充電池 , 

光電池から検討 させる評価 ・ 活用場面の授業 を実践 し て

い る68)。 その結果, 生徒の評価 ・ 活用の能力育成の効果

が見ら れただけではな く , 初任者や免許外担当教員によ

る活用の可能性が見いだせたこ と を報告 し てい る。 

5.4 内容 D 「情報の技術」

大西は技術 を評価し活用でき る能力の育成を目指 し , 
自立型ロ ボッ ト (ROBOLAB) を活用 し た問題解決的な

学習活動 を踏まえて, コ ンピュータ を利用 した先端技術

につい ての認識 を深める ための実践 を行 っ てい る69)。
ま た, 内田 らは前述 し た氷山モ テルガー h と シス テ ム

思考 ヒ ン ト カ ー ド を用いて計測 ・ 制御におけ る評価 ・ 活

用能力の育成 を日的 と し た授業実践を行 っ てい る7°)。 具

体的には, 自動 ド アの動きが遅い こ と に対 し て使用者や

運営者 , コ ス ト , 安全性な どの観点から プラ ス面やマイ

ナス面を考え させ, 改善策を思考させている。 その結果, 
生徒の視野が広がり 評価 ・ 活用の能力育成の効果が示唆

さ れたこ と を報告 し てい る。 

5.5 4 内容 (A-D) におけ る試行的な実践の総括

こ れら の試行的な実践のよ う に, 技術 ガバナ ンス力育

成に向け た実践研究は, 各内容において先導的に試みら

れており , その成果と し て少なから ず技術 ガバナ ンス力

の育成が認めら れたこ と が報告 さ れており , 今後の技術

科の発展的な実践の礎と な るこ と が期待 さ れる。 また, 
実践研究だけではな く , 技術 ガバナ ンス力育成に向けた

授業展開において生徒の技術評価の視点や思考がどのよ

う に変容す るかと い っ た実態調査や7') , 「技術 を評価 ・ 

活用す る能力 と態度」 の到達レベルの設定72) が行われる

等 , 技術 ガバナ ンスに関す る実践や研究は徐々に増え つ

つあるこ と が え る。 特に, 中学生の実態と し て課題が

挙げら れた技術評価力の育成に関 し ては現行学習指導要

領の技術科の目標において 「評価」 の文言が位置づけ ら

れてい るこ と もあり , 多 く の実践研究で触れら れてい る。 

一方で , 各研究者や教員のア プロ ーチについては, 教材

や教具の作成, 発達段階, 指導計画, システム思考, 意

見交換等が挙げら れるよ う に非常に多様であり , 言い換

え るな らばその骨格は一様ではない。 こ の要因 と し ては, 
上野らの調査の課題と して前述に挙げた点が考え ら れる。 

また, 技術評価の捉え方が社会, 環境, 経済と い っ た限

ら れた観点からの検討が多 く , 技術評価の観点に多面性

が欠け てい るこ と も課題と し て考え ら れる。 技術の多面

性について森山, Moriyama et al. は, 技術発達史的視

点から STS 教育的構成概念を用いて技術の多面性を捉

え る枠組みを提案 し , 「科学的な原理」 , 「技術史的な背

景」 , 「事故の危険性と事例」 など計18項目の技術評価観

点 を作成 し て い る72), 73)。 そ のた め , 生徒の技術評価の

実態については, 技術の多面性を踏まえ , よ り 詳細な検

討の必要性が考え ら れる。 

6 . 研究課題の展望

我が国の技術科におけ る技術 ガバナ ンスに関する先行
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研究は近年蓄積さ れ始めており , 多様なアプロ ーチで研

究が進めら れてい る。 一方で技術 ガバナ ンス力育成に向

けた体系的な枠組みの構築と いう 観点から考えた場合, 
研究ア プロ ーチが一様でないこ と に課題が見ら れる。 各

学校で カ リ キ ュ ラ ムの違いがあ る技術科におい て , 取り

扱う 内容や対象学年の違いがあるに し て も , 適用可能な

技術 ガバナ ンスに関わる基礎的研究の必要性が考え ら れ

る。 特に, 技術 ガバナ ンス力の実態調査がこ れまで行わ

れていない 1 年生や 2 年生の実態を把握し , 発達的な特

徴 を検討するこ と や技術 ガバナ ンス力の背後にある生徒

の意識について検討 を行い , 技術科の授業目標や内容が

どのよ う に関連 し てい るか調査 をする必要があ ろう 。

また, 技術評価力育成に向けて, 技術の多面性を考慮

し た上で実践ス ト ラ テ ジー の開発 を行う 必要性が考え ら

れる。 現代におい ては, 技術科以外に も理科や社会科と

い っ た教科で社会や生活を支え る技術が取り扱われてい

る。 その中で技術科だから こ そ取り扱え る観点 と いう も

のが技術の多面性からは確認でき る。 技術の多面性に立

ち返り 生徒の技術評価における実態を探索的に把握し実

践ス ト ラ テ ジー の開発に活かす必要性があ ろ う 。 

7 . まと め

以上, 本稿では, 現代におけ る科学技術の光と影の多

様性を述べた上で , 科学技術 ガバナ ンスの概念や背景を

STS や海外の動向を基に整理し , 最終的には技術教育に

おけ る技術 ガバナ ンス力育成に向けた研究課題を検討 し

た。 その結果, 今後の研究課題と し て, ①技術 ガバナ ン

ス力の背後にある生徒の意識について発達的な特徴から

検討するこ と , ②技術科の授業目標や内容がどのよ う に

技術 ガバナ ンスに対す る意識に関連 し てい るか調査す る

こ と , ③技術の多面性を考慮し て生徒の技術評価の実態

を検討する と いう 3 点に取り 組んでい く 必要があ る こ と

を指摘 した。 今後は, こ れらの課題に体系的に対処し て

い く 研究を遂行 し ていき , ①~ ③を根拠と する , 技術 ガ

バナ ンス力育成に向け た実践ス ト ラ テ ジー の開発やカ リ

キ ュ ラ ム構築のための枠組みを開発す る必要があ ろ う 。 
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